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会社名 富士電機ホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 伊藤 晴夫     
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 （東証・大証・名証各第 1部、福証） 
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水環境事業の統合について 

 

富士電機ホールディングス株式会社（以下、FHC という。）と日本ガイシ株式会社（以下、NGK と

いう。）は、それぞれ（子会社を含む）が有する上下水・再生水処理、海水淡水化等の水環境分野

における販売・エンジニアリング等の事業（以下、対象事業という。）の統合（以下、本件統合とい

う。）に向けて互いに協議することに合意し、取締役会でそれぞれ決議の上、本日、基本合意書を

締結しましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１． 統合の目的 

「対象事業が、統合の結果、安定的かつ安全な水環境の保全と、それに付随する資源・エネル

ギー問題の解決等を主眼とした顧客満足度の向上を狙いとし、高度かつ特長のある技術で最適ソ

リューションを提供する総合エンジニアリング企業となること」を目的として、本件統合の協議を行な

う予定です。 

 

２． 事業統合の概要 

（１） 統合の日程 

基本合意書承認取締役会 平成 19 年 2 月 22 日 

基本合意書締結  平成 19 年 2 月 22 日 

統合予定日   平成 20 年 4 月 

※ なお、今後、両社協議の上、統合予定日を変更する場合があります。 

         

（２） 統合方式 

具体的な統合方式は未定です。今後、FHC と同社の事業子会社のひとつである富

士電機システムズ株式会社（以下、FESという。）、NGKの3社で事業戦略と財務戦略

の観点から検討の上、決定します。統合会社にはFESとNGKがそれぞれ50%ずつ出

資し、いずれの子会社にもならない予定です。 
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（３） 対象事業の概要 

 NGK の対象事業 FES の対象事業 

事業内容 上水・下水処理等の各種装置類

の製造販売及び各種プラントの

設計・施工・請負 

水処理・水環境システム、施設用

電気設備等、各種装置類の製造

販売及び各種プラントの設計・施

工・請負 

売上高 約 400 億円 

（平成 19 年 3 月期見込み） 

約 500 億円 

（平成 19 年 3 月期見込み） 

 

(４) 対象事業に係る主な子会社の概要（平成 19 年 2 月 22 日現在） 

 NGK の対象事業に係る主な 

子会社

FES の対象事業に係る主な 

子会社

商号 （株）NGK－Ｅソリューション 

＊（株）NGK水環境システムズ 

富士電機水環境システムズ（株） 

設立年月日 1973 年 10 月１日 1990 年 9 月 28 日 

本店所在地 名古屋市瑞穂区須田町2番56号 千葉市中央区末広四丁目20番１号

＊東京都品川区 

代表者の 

役職・氏名 

代表取締役社長   原 真一 

＊代表取締役社長 松木 晴雄

取締役社長（代表取締役） 

             守本 正範 

＊未定 

資本金 90 百万円 

＊30 億円 

30 百万円 

＊30 億円 

大株主 及び 

持株比率 

日本ガイシ（株） 100％ 富士電機システムズ（株） 100％ 

       ＊印は平成 19 年 4 月１日付吸収分割に伴い変更実施予定 

 
３． 統合後の状況 

（１） 統合会社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、資本金については未定です。

今後、両社で検討し、決定次第お知らせいたします。 

 

（２） 事業内容（予定） 

1. 上下水・再生水処理、海水淡水化等の水環境分野の各種装置類の製造販売 

2. 各種プラントの設計・施工・請負 

3. 上記各号に関連する一切の事業 

 

（３） 決算期（予定） 

      3月 31日 
 

（４） 会計処理の概要 

会計処理の概要については、確定次第お知らせいたします。 

 

（５） 統合による業績への影響の見通し 

統合後の事業見通し等につきましては、今後、両社で検討し、確定次第お知らせい

たします。 

 

                                    以  上 


